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起業家甲子園・万博を通じたICTスタートアップ創出に関わる取組

〇 地域発ICTスタートアップの創出によって我が国経済の活性化及び国際競争力の向上を図る
ことを目的として、総務省及びNICTの共催により、「起業家甲子園」「起業家万博」（地方予選等
から発掘された学生やICTスタートアップによるビジネスプラン発表会）を毎年実施し、最も優れ
たプランを発表した学生・ICTスタートアップに対して、「総務大臣賞」を授与。

○ 自治体・支援団体等と連携して、有望な起業家の卵を地方予選を通じて掘り起こす「発掘
フェーズ」、地方予選から全国大会までの間、ICT 業界等で活躍する方々（メンター）との事業
計画等のブラッシュアップや育成プログラムを通じた「育成フェーズ」、全国大会やその後の
国内外の展示機会への出展機会を提供する「事業支援・事業拡大フェーズ」ごとに支援を実施。

発掘フェーズ

全国各地でICTスタートアップを支
援する自治体・支援団体等と連携し、
地域イベント等にＩＣＴメンターを派遣。
メンターが有望な起業家・起業家

の卵を発掘。

育成フェーズ

発掘された起業家・起業家の卵に
対して、担当メンターがメンタリング・
事業計画のブラッシュアップを実施。
また、起業家甲子園の出場者を

対象に「シリコンバレー起業家育成
プログラム」を実施。

事業化支援・事業拡大
フェーズ

全国の有望な学生やＩＣＴスタート
アップが集結し、総務省・ＮＩＣＴ共催
による全国大会を開催。出場企業に
は、国内外の展示会に出展機会を
提供し、マッチングの促進を支援。

2019

3.11（月）

2019

3.12（火）

人－②
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ＩＣＴメンタープラットフォーム、シリコンバレー育成プログラム

「ICT mentor platform」とは、ICT 分野の事業化を阻む
とされる「３つ（事業、資金、人材）のクレバス」を埋める
ため、ICT 業界等で活躍する方々を「ICT メンタープラッ
トフォームメンター」として組織化し、その「メンター」と
「地域」、「若い人材」をつなぐプラットフォーム。

全国の支援機関・大学・コミュニティとのつながりを広
げ、各地の人材・企業を発掘し、年度末に開催されるコ
ンテスト（起業家甲子園、起業家万博）に向けたメンタリ
ングを通して事業化を促進。

起業家育成の一環で、起業家甲子園の出場予
定者を対象として、グローバルマインドを身に
つける機会を提供。

①シリコンバレーで活躍する日本人起業家・投資・

支援者等による講演

②企業・施設訪問、現地のピッチイベントへの参加

③各チームからビジネスプランを発表して現地の

方々の目線からのアドバイス・指導。

シリコンバレー育成プログラム

人－②



3地域創業活性化支援事業人－②
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国 民間事業者
委託

認定

スクール運営
事業者

支援スキーム

創業者等
支援(スクール実施)

○創業スクール（認定制度）
① 創業に必要な一定レベルの知識を提供することができる創業スクールを
国が認定する制度を実施する。

② 認定創業スクールについては、専用サイトで募集告知を行う等により広く
周知を図る。

③ 認定創業スクールの中で作成された優秀なビジネスプランについては、「ア
ントレプレナー・ジャパン・キャンペーン」に参加することができる。

○ビジネスプランコンテストの開催（平成30年2月23日（金）＠品川インターシティホテル）
潜在的創業者の掘り起こしにつなげるとともに、将来の地域の創業者を日本全国で増やす観点から、現
行の創業スクール選手権を以下のとおり改変する。
（１）アントレプレナー・ジャパン・キャンペーン(EJC) の開催

下記、①、②を集めて創業スクール選手権の拡大版である全国大会を開催する。
① 認定創業スクールの優秀なビジネスプラン
② EJCと連携した地域のビジネスプランコンテストにおいて推薦を受けたビジネスプラン

（２）創業フェスの開催（EJC内で開催）
創業者を支援する各団体・民間企業や過去の創業スクール選手権受賞者によるPRブース設置
する等、横のつながりを創出し、創業支援の質の向上を図る。

潜在的創業者掘り起こし事業（創業スクール）

創業者の基本的知識習得のため、全国で質の高い創業スクールを認定。また、潜在的創
業者の掘り起こしに繋げるため、全国の優れたビジネスプランを表彰するイベントを実施。

人－②



5事業化への支援 「I-Challenge!」

■ 「I-Challenge!」 “ICTイノベーション創出チャレンジプログラム”
• ベンチャー企業や大学等による新技術を用いた事業化への挑戦を支援

30年度予算：2.6億円 （29年度予算：2.9億円）

プロトタイプ
試作・デモ

知的財産化 検証

ビジネスモデルの実証

大企業等との
マッチング

ライセンシング

ＩＰＯ
Ｍ＆Ａ

新サービス
投入

民間資金の呼び込み

コンセプト検証 (PoC : Proof of Concept)

事業化

チームを組んでビジネスモデルの実証に取り組む

事業化支援の専門家

事業化を目指す
ベンチャー企業等

【事業イメージ】

公募（常時応募可能）

ベンチャー企業等への補助金：7,000万円以内※（間接経費（最大30％）を含む)
（補助率：企業…2/3、大学等…10/10）

ベンチャー企業・大学等 事業化支援の専門家

※平成30年度は５件程度の採択を想定。１件あたり、１年間で5,000万円程度の補助額で運用予定。

人－②



6未踏IT人材発掘・育成事業人－②



7人－②

（2/28 第５回人づくりWG 経済産業省発表資料）



8人－②

（2/28 第５回人づくりWG 経済産業省発表資料）



9セキュリティ人材の育成（ナショナルサイバートレーニングセンター）

① 国の行政機関、地方公共団体、独立行政法人及び重要インフラ事業者等を対象とした実践的サイバー
防御演習 （CYDER）

② 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた大会関連組織のセキュリティ担当者等を対象者
とした実践的サイバー演習（サイバーコロッセオ）

③ 若手セキュリティイノベーターの育成 （SecHack365）

○ 巧妙化・複合化するサイバー攻撃に対し、実践的な対処能力を持つセキュリティ人材を育成
するため、平成２９年４月にＮＩＣＴに組織した「ナショナルサイバートレーニングセンター」において、
下記取組を実施。

平成30年度予算 １５．１億円

新たな手法のサイバー攻撃にも対応できる演習プログラム・教育コンテンツを開発
ＣＹＤＥＲ

演習受講模様

サイバー攻撃への
対処方法を体得

サイバーコロッセオ

Guard!

放送環境

チケット販売

公式HP

WiFi・通信環境

避難・誘導

Attack!

社会インフラ

ＳｅｃＨａｃｋ365

人－③



10実践的サイバー防御演習（CYDER）の概要
CYDER： CYber Defense Exercise with Recurrence

平成30年度の実施計画
コース 受講対象組織 開催地 開催回数

Aコース（初級） （全組織共通） 47都道府県 60回
B-1コース（中級） 地方公共団体向け 全国11地域 20回
B-2コース（中級） 国の行政機関等向け 東京 10回
B-3コース（中級） 重要インフラ事業者向け 東京 10回

■ NICT北陸StarBED技術センターに設置
された大規模高性能サーバー群を活用し、
行政機関等の実際のネットワークを模した
大規模仮想LAN環境を構築。

■ NICTの有する技術的知見を活用し、
サイバー攻撃に係る我が国固有の傾向等を
徹底分析し、現実のサイバー攻撃事例を
再現した最新の演習シナリオを用意。

演習のイメージ

CYDER演習風景

大規模
仮想LAN環境

擬似攻撃者

サイバー攻撃への
対処方法を体得

○ 総務省は、情報通信研究機構（NICT）を通じて、国の行政機関、地方公共団体、独立行政法人及び重要

インフラ事業者等の情報システム担当者等を対象とした体験型の実践的なサイバー防御演習（CYDER）

を実施。

○ 受講者は、組織の情報システム担当職員として、チーム単位で演習に参加。組織のネットワーク環境を

模した大規模仮想LAN環境下で、実機の操作を伴ってサイバー攻撃によるインシデントの検知から対応、

報告、回復までの一連の対処方法を体験。

○ 平成29年度については、全国で100回開催され、計3,009名が受講。

人－③
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○ 近年さらに高度化・多様化するサイバー攻撃に備え、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の適切

な運営を確保することを目的として、大会関連組織のセキュリティ担当者等を対象とした、高度な攻撃に対処

可能な人材の育成を行う実践的サイバー演習「サイバーコロッセオ」を平成30年２月から本格的に実施。

○ サイバーコロッセオは、国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）が実施主体となり、NICTが有する

大規模演習環境及び長年のサイバーセキュリティ研究による知見を活かした、実際の機器やソフトウエアの

操作を伴う「実践的なトレーニング」を実施。

イメージ図

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会のサイバーセキュリティを確保

■ 大規模演習環境を用いて、東京

大会の公式サイト、大会運営シス

テム等ネットワーク環境を忠実に

再現した、仮想のネットワーク環

境を構築。

■ 仮想のネットワーク環境上で、

東京大会時に想定されるサイバー

攻撃を擬似的に発生させ、攻撃・

防御手法の検証及び訓練を実施。

攻防戦によるサイバー演習

放送環境

チケット販売

公式HP

WiFi・通信環境

社会インフラ

避難・誘導

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた
実践的サイバー演習（サイバーコロッセオ）

人－③
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○ サイバーコロッセオは、東京大会開催までの３年間を通して継続的なトレーニングを実施。

○ 回を経るごとにコンテンツを充実させていくとともに、参加人数についても段階的に規模を拡大していき、

最終的には約220人のセキュリティ担当者等を育成する予定。

２/21開催

34名

実施

50名規模

実施

70名規模

実施

110名規模

実施３/６,７開催 実施
実施

40名 50名規模 70名規模 110名規模

※ 目標人数は現時点において公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会（以下「組織委」という。）が想定する
数字であり、今後、組織委側のニーズを踏まえつつ、必要に応じて見直しを行う予定。

サイバーコロッセオの実施スケジュール

220名規模74名受講

人－③



13若手セキュリティイノベータの育成（SecHack365）
セックハックサンロクゴ

○ 未来のサイバーセキュリティ研究者・起業家の創出に向けて、NICTの持つサイバーセキュリティの研究資産

を活用し、若年層のICT人材を対象に実際のサイバー攻撃関連データに基づいたセキュリティ技術の研究・開

発を、第一線で活躍する研究者・技術者が１年かけて継続的かつ本格的に指導。

○ 対象者は、日本国内に居住する25歳以下の若手ICT人材（平成29年度は受講者として47名を選定。）

○ 受講者は、NICTの有する遠隔開発環境（NONSTOP（※））を活用し、年中どこからでも遠隔開発実習を行うこ

とが可能。また、集合イベントとして、座学講座（研究倫理）やハッカソン等を実施。

ハイ

レベル層

通常のシステム開発者層

■ 遠隔開発実習、座学講座、ハッカソン等の組合せによる
総合的な人材育成プログラム。

座学講座 ハッカソン

若手セキュリティ

イノベーターの育成

（※） NONSTOP（NICTER Open Network Security Test-out Platform）では、NICTの長年にわたるサイバーセキュリティ研究によって得られた膨大なセキュリティ関連データを
活用することができ、NONSTOP内に整備された様々な研究開発・解析用ツール類と、他では触れることのできない貴重なデータを用いて研究・開発に取り組むことが可能。

人－③



14IoT時代のネットワーク運用人材の育成

 IoT時代のネットワークとして導入が進むと想定されるSDNネットワーク等を運用・管理する人材の育成を目的に、育成する人材像・

スキル、カリキュラム、人材育成の推進体制、認定制度の在り方、「出口」対策等について検討を実施。（2016年10月～2017年7月）

 通信事業者や通信機器メーカーなど産・学の関係者が協力して設立した一般社団法人「高度ITアーキテクト育成協議会

（AITAC）」と連携し、2017年9月から大学における寄附講座などを通じた人材育成の実証実験を開始。2019年度中に資格運

営の在り方を含め、育成プログラムを完成させる予定。 平成30年度当初予算： 2.1億円 （平成29年度当初予算： 2.1億円）

 なお、AITACにおいて、受講生への支援等の充実を図るため、2019年度中を目途に経済産業省「第四次産業革命スキル習

得講座認定制度」の認定を受けることを目指すこととしている。

必要な人材イメージ

ネットワークをソフトウェアで制御
⇒SDN(Software-Defined Network)

人－③



15ユーザ企業等を対象とした地域毎の講習会

受講対象：IoTの導入・利活用に関心のあるユーザ企業等の
IoT導入推進者／経営に携わる方

時間・形式：5～6時間程度（座学＋ワークショップ＋デモ体験形式）
講習内容：IoTの基本知識を網羅的かつ分かりやすく紹介。

ワークショップ、デモ体験を通じて、より具体的・実践的な
基礎知識を身に付ける。
講習会内容をwebでも受講できる環境を提供。

講習会概要

＋

 企業等の活動において、業務改善や新たな価値・ビジネスの創出を図るためのツールとして、IoTを導入・利活
用していくことが期待されている。

 IoTの効果的な導入・利活用のためには、IoTの導入・利活用を行う側の企業等（ユーザ企業等）において、
センサーなどのIoT機器の種類・特性・用途に応じた選択等の基本的な知識や技術を理解し、混信や干渉を発
生させずに電波の有効利用を図りつつIoTを利活用できる人材の育成が重要。

座学

デモ体験

講
習
内
容
（
イ
メ
ー
ジ
）

①IoTの基本的な概念（電波の特性など）

②IoT活用事業戦略等

③IoTデータの活用方策

④IoTシステム構築・運用・保守
（センサーの種類・特性など）

⑤IoT関連の標準化動向

⑥IoT関連の法制度（電波法など）

講師による説明の様子 地元企業による事例紹介 ワークショップの様子

平成29年度の実施（例）

人－③

http://2.bp.blogspot.com/-sGec_su9wSg/U7O61I-cqpI/AAAAAAAAiTk/eBb1Vbh3TRc/s800/setsumeikai_seminar.png
http://2.bp.blogspot.com/-sGec_su9wSg/U7O61I-cqpI/AAAAAAAAiTk/eBb1Vbh3TRc/s800/setsumeikai_seminar.png


16ICTを活用した歩行者移動支援サービスの概要
○ 高齢者や障害者、ベビーカー利用者など、誰もがストレス無く自由に活動できるユニバーサル社会の構築のため、
あらゆる人々が自由にかつ自立的に移動できる環境の整備が必要。

○ 歩行者移動支援サービスでは、個人の身体状況やニーズに応じて移動を支援する様々な情報を、ICTを通じて提
供するサービス。例えば、車いす使用者向けには、段差や急勾配、幅員の狭い箇所等のバリアを避けたルートの
検索・ナビゲーションが可能。

16ICTを活用した歩行者移動支援サービスのイメージ

目的地

車いす使用者等

出発地・目的地

段差等のバリアの無いルート
段差等の無いルートの案内

最短ルートの案内
段差等のバリアのあるルート

スマートフォンでのルート案内

出発地

健常者

スマートフォンの画面に
現在地から目的地までの
最短ルートを表示

スマートフォンの画面に
現在地から目的地までの
ルートのうち車いすやベビー
カー等の属性に応じて、
通行できるルートを表示

!

!

!

!

!

ベビーカー

（1/15 第4回障害者SWG 国土交通省発表資料）

高 障
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（12/14 第１回高齢者SWG 鯖江市発表資料より引用）

高 障

• 昭和５４年 開設（３８年）

• 校舎 RC1F建、１,４８１㎡

• 敷地 ７,４７２㎡

• 生涯学習によって仲間づくりの輪を広げながら

ともに学び、ともに生きる喜びを分かち合い、

健康長寿と社会貢献を図ることを目的

対 象 鯖江市内在住の６０歳以上の人で

学習意欲のある人

生徒数 H29年度は４９８名が受講（６１～１０２
歳）

延べ受講者 ２０、５０７人

老人大学（例：鯖江市の高年大学の取組）

【概要】 【シニアITアプリ講座・まちあるき】

【プログラミング指導者としての取組】
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福祉機器に関する調査研究や規格化、標準化の研究を実施し、また、福祉機器のニーズと技術シーズの適切な
情報連携を促進することにより、福祉機器利用者の立場に立った福祉機器の開発、普及等を行い、もって障害者
の福祉の促進に資することを目的とする

福祉機器開発普及等事業

（平成30年度予算額 7,922千円）
事業目的

・特定の福祉機器の利用実態、利用者の障害程度等についての調査・研究
・福祉機器の利用実態からみた分類についての調査・研究
・福祉機器利用者のニーズを解析した結果の情報提供、研究及び開発者による技術、シーズの紹介及び福祉機
器利用者との情報交換、情報発信を円滑に行うための支援（福祉用具ニーズ情報収集・提供システム） 等

公益財団法人テクノエイド協会

事業内容

実施主体

■福祉用具ニーズ情報収集・提供システムとは？

より良い福祉用具を作るために、福祉用具をお使いの方や介護をしている方から福祉用具に関する
ご要望・アイデア（ニーズ）を収集したり、福祉用具の研究開発を行っている企業等から新しい技術
や製品情報（シーズ）について情報収集したりすることで、使う側と作る側双方の意見交換をイン
ターネット上で交わすことができます。また、いただいたご意見は蓄積され、どなたでも常時検索閲
覧する事ができます。

（福祉用具ニーズ情報収集・提供システムWEBサイトより）

厚生労働省障－①
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障害者の自立や社会参加を支援する機器や技術の開発は、マーケットが小さい、経費的な問題からモニター評価が
行えないといった理由から、実用的製品化が進んでいない状況にある。そこで、開発企業が障害当事者と連携して開発する取組に
対して助成を行うことで、障害者にとって使いやすく適切な価格の機器の実用的製品化を促進する。

製品の普及開発 ～ 試作 ～ 実証実験 ～ 製品化シーズとニーズのマッチング

ユーザー・支援者
（ニーズ）

開発・研究者
（シーズ）

支援機器に関する
ニーズ、生活におけ
る困りごと等を開発
側に伝える。

障害当事者との意
見交換にてニーズを
把握、開発の着想
を得る。

障害者、家族
事業所職員等

開発企業、研究者
等

ニ
ー
ズ
を
的
確
に
捉
え
た

支
援
機
器
の
開
発
着
手

試作○号機
実
用
的
製
品
化

普
及

試作○号機 試作○号機

モニター評価

障害者自立支援機器
導入好事例普及事業

・機器導入好事例の表彰
・開発機器の全国広報

など

（２）シーズ・ニーズマッチング強化事業
（１）実用的製品化開発に要する費用の助成
※研究段階を終え基本設計はできているが、試作機の製作までには至ってい
ないものが対象

（３）障害者自立支援機器導入好事例普及事業

障害者自立支援機器等開発促進事業
（平成30年度予算額 150,143千円）事業目的

（１） 障害者の自立支援機器の開発（実用的製品化）に対する助成
（２） シーズ・ニーズマッチング強化事業
（３）障害者自立支援機器導入好事例普及事業

民間団体 （（１）は、民間団体が開発企業等を公募して開発費を助成）

（１）は２／３（大企業は１／２）、（２）・（３）は定額（10／10相当）

事業内容

実施主体

補助率

ニーズ把握から製品販売までのイメージ図

厚生労働省障－②

http://4.bp.blogspot.com/-7-mF-b8L7ig/UxbJcbOL9yI/AAAAAAAAd6w/ayM3CY_w_tQ/s800/paralympic_wheelchair_basketball.png
http://4.bp.blogspot.com/-7-mF-b8L7ig/UxbJcbOL9yI/AAAAAAAAd6w/ayM3CY_w_tQ/s800/paralympic_wheelchair_basketball.png
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介護ロボット開発等加速化事業 ○ 平成30年度予算
３．７億円

介護ロボット等の開発・普及について、開発企業と介護現場の協議を通じ着想段階から現場のニーズを開発内
容に反映、開発中の試作機へのアドバイス、開発された機器を用いた効果的な介護技術の構築など、各段階で必
要な支援を行うことにより、加速化を図る。

概 要

介護ロボットの導入を推進するためには、使用方法の熟知や、
施設全体の介護業務の中で効果的な活用方法を構築する視点が重
要であり、介護ロボットを活用した介護技術の開発までを支援す
るモデル事業を実施する。

着想
段階

開発
段階

上市
段階

○ 介護ロボットを活用した介護技術開発支援モデル事業

事業内容

介護現場のニーズに適した実用性の高い介護ロボットの開発が
促進されるよう、開発中の試作機器について介護現場での実証、
成果の普及啓発等を行い、介護ロボットの実用化を促す環境を整
備する。

○ 福祉用具・介護ロボット実用化支援事業

開発前の着想段階から介護ロボットの開発の方向性について開
発企業と介護現場が協議し、介護現場のニーズを反映した開発の
提案内容を取りまとめる協議会を設置する。

○ ニーズ・シーズ連携協調のための協議会の設置

モニター調査
・専門職によるアドバイス支援
・臨床評価
※ニーズに即した製品となるよう支援

実証成果等の普及啓発
※研修、普及啓発イベント等の実施

現場のニーズを踏まえた介護ロ
ボット開発の提案を取りまとめ
※開発企業、介護現場、福祉機器等に

精通した専門家で構成

効果的な介護ロボットを活用
した介護方法の開発

※開発企業、介護現場、福祉機器等
に精通した専門家により、導入から

実証まで総合的に実施

厚生労働省
高－②

障－①、②



21厚生労働省
高－②

障－①、②



22厚生労働省高－②
障－①、②



23厚生労働省高－②
障－②



24経済産業省高－②
障－②



25経済産業省高－②
障－②



26文部科学省障－②



27高－②
障－②



28新たな脳情報通信技術の研究開発・社会実装

 脳科学と情報通信技術の融合が進展しており、高齢者・障害者の日常生活支援等の分野で、こうした

新たな脳情報通信技術の社会展開に向けた実現可能性とニーズが高まってきている。

 ３～５年程度での社会実装を見込める新たな脳情報通信技術（BMI等）への重点的な研究開発により、

脳情報通信技術の健康・医療分野、人材育成分野、コミュニケーション分野等での社会実装を目指す。

脳機能回復

精神疾患治療 等

運動機能代替・回復
機器制御、リハビリへの活用 等

脳機能トレーニング

語学トレーニング 等

感覚体験定量化・最適化
ニューロマーケティング 等

感覚代替

人工感覚器と脳の結合 等

インタフェース
コミュニケーション支援 等

＜脳情報通信技術の社会実装イメージ＞

高－② 障－②
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